7-3 独禁法に関する委員会

1. 位置づけ

本委員会はコンプライアンスの重要性を考慮して正副会長が正副委員長となり、常任理事に各支部長も加わった21名の委員から成っている。委員会の目的は｢独占禁止法遵守のための行動計画｣を推進することで、その下部組織として、18名から成る「独禁法に関する委員会実行委員会（阿部令一委員長）」があって、実務を担当している。

2．改正独占禁止法の施行

　独占禁止法は昭和22年、当時の占領軍の指導の下に、国の繁栄と民主主義の基礎は公正で自由な競争に基づく経済活動にあるとして、公正で自由な経済競争の実現を目指して制定されたものである。その後、国際社会に占める日本経済の重みが増すにつれ、国際的にも通用する競争原理の強化が図られ、独占禁止法は強化されるようになった。

　平成17年4月に制定され、翌年の1月に施行された改正独禁法はきわめて重要な改正点を含んでいる。それは、①課徴金の増額にみられる制裁の強化、②課徴金減免制度（リーニエンシー）の導入，③犯則調査権の導入，④審判手続き制度の見直し、の４点であり、カルテルや入札談合を厳しく取り締まろうというものである。

3．昨年度の独占禁止法違反事案の特徴
独占禁止法ならびに刑法談合/競売入札妨害に関する平成18年度の摘発事案を概観すると、重要な特徴として３点挙げることができる。

その一つ目は、改正独占禁止法の重要なポイントである、課徴金減免制度を活用した違反企業からの上申（自首）が端緒となった摘発が目立ったことである。なお、国交省は課徴金減免制度が適用された企業の制裁措置を半分免ずることとしている。
課徴金減免制度が活用された事案としては、旧首都高速道路公団の首都高速道路中央新宿環状線のトンネル換気設備工事事案（平成16年度発注の５件の工事。三菱重工業は課徴金全額免除、石川島播磨重工業と川崎重工業とは課徴金30％減免）、水門設備工事事案（国交省の各地整発注の特定ダム用水門設備工事および特定河川水門設備工事、独立行政法人水資源機構発注の特定ダム用水門設備工事ならびに農水省の各農政局発注の特定水門設備工事。課徴金減免制度が適用されたのは、国交省および水資源機構の発注業務については三菱重工業、日立造船ならびにＪＦＥエンジニアリングの３社、農水省発注業務については栗本鐵工所、石川島播磨重工業ならびに川崎重工業の３社）、名古屋市営地下鉄延伸工事事案（大林組、鹿島建設、清水建設、奥村組ならびに前田建設工業の５社が検事総長に告発された。ハザマは課徴金減免制度に基づき刑事告発の対象から外れた）の３事案がある。
二つ目には、刑法談合罪もしくは競売入札妨害罪容疑の検察庁（地検）/警察による摘発事案が増えたことが挙げられる。独占禁止法事案は検察庁としてはこれまで東京高等検察庁でしか扱えなかったが、改正により全国の地方検察局が扱えることになったことによる。
この結果、たとえ１件でも摘発されることとなり、独占禁止法違反または刑法談合/競売入札妨害罪のリスクが格段に高まったといえる。

三つ目は自治体の首長による官製談合の摘発が相次いだことが挙げられる。

福島県と和歌山県とでは建設会社が摘発されたが、宮崎県では会員企業である建設コンサルタント４社が摘発され、代表取締役等の７名が逮捕される事態となった。いずれの事案も現職の知事の逮捕にまで進展した。
官製談合防止法が適用された国交省発注の水門工事事案については、国交省高官ＯＢが関与していたこともあり、国交省では再発防止へ向けて指名停止措置等の制裁措置をいっそう厳しくする方向にある。
4．委員会活動
　当協会はこれまでも独占禁止法遵守の方針を掲げ、会員企業にその重要性を訴えてきた。
昨年はコンプライアンス・プログラムを策定した会員企業の割合が90％を超え、全支部において支部主催の独占禁止法遵守に関する講習会が行われた。また、独禁法の改正を受けて、実行委員会が独占禁止法遵守マニュアルの改訂作業を行った。

実行委員会委員長は関東支部主催の上記講習会と九州支部の勉強会とに講師として参加し，法改正の要点を解説し、遵守の重要性を訴えた。

独占禁止法の改正と昨年の摘発事案を契機とする制裁措置の強化とにより、コンプライアンスリスクは格段に高くなった。独占禁止法遵守へ向けた活動にこれまで以上に注力する必要がある。

（独禁法に関する委員会委員長　石井　弓夫）

